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研究成果の概要（和文）：　本研究では、障害がある子どもと家族のための家族QOLアセスメントを基にした個
別家族支援計画を開発し、相談支援事業等での実践研究を通して、地域における家族支援の一手法を見出した。
これにより福祉職等が定期的に家族のニーズやQOLの実態をアセスメントにより把握しつつ、必要な情報やサー
ビスを提供することが可能となる。
 また、家族支援プログラムの一つとして、肢体不自由児の保護者の「子どもの育ちと家族生活を支える力」の
向上支援のための早期療育期を対象としたペアレントプログラムの素案の作成に至った。

研究成果の概要（英文）：     In this study, we developed an individualized family support plan based
 on a Family QOL Assessment for children with disabilities and their families for children with 
disabilities and their families, finding one method of family support in the community through 
practical research in consultation support services. This method makes it possible for welfare 
professionals and others to provide necessary information and services by regularly assessing the 
actual needs of family and family quality of life. 
     In addition, as one of the family support programs, we have developed a prototype of parent 
program in the early intervention period for the parents of children with physical disabilities to 
improve their ability to support their children's development and family life.

研究分野：障害児福祉
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年、我が国においては、障害児の支援は、従来の当該障害児への支援から家族に視点をあてた「家族支援」
を基本とする施策へと展開が図られてきた。しかし、その一方で、本研究の成果のような家族のニーズを把握
し、包括的に家族を支援するための汎用性のある仕組みはまだ見られない。本研究の成果は、障害児とその家族
のQOLの向上に寄与すると共に、家族を支援する福祉等の専門家にとっても有益なツールや実践方法となり得る
ものであり、社会的意義は大きいと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

近年、我が国の障害児支援は、関連機関との連携による切れ目のない支援及び、当事者である
障害児への支援はもとより親、きょうだいも含めた家族支援を重視する施策へと転換が図られ
ている。家族支援において国は、①保護者の「子どもの育ちを支える力」の向上、②精神面での
ケア、カウンセリング等の支援、③保護者等の行うケアを一時的に代行する支援の充実、④保護
者の就労のための支援、⑤家族の活動の活性化と「きょうだい支援」の 5 つを掲げているが、こ
れらの中には、公的なサービスとして提供されていないものもある。また、家族支援の実践にお
いても家族の実態や支援ニーズを明らかにし、支援につなげることを可能とする、関連機関が共
通して活用可能な支援ツールはまだなく、家族力を高めるプログラムも一部の障害を対象とす
るペアレントトレーニング等に限られ、極めて少ない。 

一方、家族支援で先行する米国では、1975 年の All Handicapped Children Act(PL94-142)の
施行を受けて、障害児に対し「無償の適切な公教育」が保障され、個別のニーズに応じた教育の
実践に向けて「個別教育計画」（Individualized Education Program : IEP）が、更に 0 歳から 2

歳を対象に「個別家族支援計画」（Individualized Family Service Plan：IFSP）が策定された。
これを受け、米国では、障害がある子の人生の中心的支援者として家族を位置づけ、家族がその
役割を担えるよう、支援の対象を従来の「障害のある子ども中心のサービス」から家族を包括し
た「家族支援」へ転換が図られた。これらを背景に、1980 年代には、米国各地に Parent Training 

Center や Parent Center の設置が進んだ。学術的には、家族支援プログラムや家族評価に関す
る研究、支援の目的としての家族 QOL（クオリティーオブライフ、以下、QOL）に関する研究、
家族 QOL アセスメントの開発へと向かう。近年では、家族 QOL アセスメントを活用した相談
支援の展開方法やツール開発へと発展している。 

筆者らは、先行研究において、家族支援の目的として家族 QOL の向上に着目し、実態把握の
方法として家族 QOL アセスメントを開発、更にそれを活用した支援ニーズの把握方法について
事例研究を通して明らかにしてきた。しかし、これを基に家族支援計画を作成・立案する仕組み
やプログラム作成には至っていない。 

 

２．研究の目的 

 本研究期間では、障害がある子どもと家族が地域でより QOL の高い生活が享受できるよう相
談支援事業や関連機関が共通で活用できる個別家族支援計画を開発し、実践研究を通してその
有用性を検討する。これにより、包括的な視点から家族支援が PDCA サイクルで提供可能とな
ることをめざす。また、家族支援プログラムの一つとして、肢体不自由児の保護者の「子どもの
育ちと家族生活を支える力」の向上支援のための早期療育期におけるペアレントプログラムの
素案の作成を目的とする。 

 

３．研究の方法 

（1）研究Ⅰ：「個別家族支援計画」の開発  
①文献研究 
障害児の家族支援では先行する米国の Parent Support Center 等で活用されている家族支

援計画（IFSP 含め）やサービス内容に関する文献研究を行い、我が国の福祉サービスで活用し
うる個別家族支援計画のあり方を検討する。 
②個別家族支援計画案の作成 
上記①及び筆者らの先行研究の成果から、多職種から成る研究チームで家族 QOL アセスメ

ントを活用した「個別家族支援計画」の案を作成する。 
③個別家族支援計画を用いた実践研究 
実践研究は、2 つの研究協力事業所に依頼し、サービスの利用者（家族）で研究協力の承諾

を得られた家族を対象に実施する。事業者には、個別家族支援計画とアセスメントからなるツ
ールを提供し、事前に研修を行う。各利用者に対し、８回の相談支援を行い、実践後に相談支
援担当者と家族へのヒアリングを通して本ツールの有用性の検証を行う。 

 
（2）研究Ⅱ：ペアレントプログラムの開発]  
①文献研究 
②「家族支援ワークショップ」による実践研究 
肢体不自由児の家族 20 組を対象に 6 回のワークショップを実施する。実施後に参加家族へ

療育期から学齢期の家族の支援ニーズについてヒアリングを行う。 
③ペアレントプログラムの素案の作成 
上記①と②の結果を踏まえ、多職種から成る研究チームでペアレントプログラムの素案を作

成する。 
④家族（親）の学びに関するニーズ調査 
研究協力者の NPO 法人の会員（保護者 100 名程度）を対象に療育期に必要と考える知識やス



キルを明らかにする。①、②と④を踏まえ、ペアレントプログラム案を作成する。 
なお、本研究は、鎌倉女子大学の倫理委員会の承認を得て実施した。 

                        
４．研究成果 
（1）「個別家族支援計画」とツールの開発 
本研究期間における成果の一つは、障害が 

ある子どもと家族のための家族 QOL アセスメ 
ントを基にした個別家族支援計画とそのツー 
ルを開発し、相談支援事業等での実践研究を 
通して地域における家族支援の一手法を見出 
したことである。個別家族支援計画の内容・ 
構成と活用手順は以下のとおりである。 
1）個別家族支援計画の内容・構成 
①家族 QOL アセスメント（用紙） 
②家族 QOL アセスメントエクセル入力 

フォーム 
③アセスメント結果（エクセルシート） 
・家族 QOL アセスメント結果（図 1） 
・家族 QOL 総スコアの推移（図 2） 

④面談記録表（図 3） 
2）活用の手順 
相談支援事業者に①とエクセル上に作成した②～④のシートを入れたファイルを渡し、個々

の利用者ごとにファイルを作成する。以下の手順で実施する。 
①家族 QOL アセスメントの実施 
②アセスメント結果の確認 
 家族 QOL アセスメントの結果（図 1）及び家族 QOL 総スコアの推移のシート（図 2）から、
家族 QOL の状況と急激な変化等の有無を確認する。 
③面談の実施と記録 
 アセスメント結果を概観し、面談を実施する。希望する家族には結果を共有しながら面談
を行う。面談後に面談記録表に記入する。 
④相談支援から家族支援につなげる 

   ①から④を相談支援のモニタリング毎等に実施することにより、PDCA サイクルでの家族
支援が可能となる。なお本成果は、2022 年開催の日本特殊教育学会にて発表した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1 家族 QOL アセスメント結果の表示例 

 

図 2 家族 QOL 総スコアの推移の表示例 

 

図 3 面談記録表 

 



（2）相談支援事業における実践研究の成果 
実践研究は、コロナ禍の影響を受け、開始が当初の予定から 2 年遅れたため、研究期間を延長

し、16 か月間実施し、2023 年 3 月に終了した。ヒアリングの結果、事業者からは、個別家族支
援計画の内容・構成やツールの使いやすさ、確認のしやすさについては問題は示されず、面談の
手立てとしてアセスメントの下位項目が示されていることで、家族の状況に触れやすくなった
とする意見が見られた。その一方で、家族のニーズに対し、提供できる情報やサービスが地域に
不足している現状や相談支援事業の枠を超えた支援提供の困難さも認められた。利用者からは、
家族の状況を客観的に知り、考える機会になっていたことが確認されると共に、事業者と同様に
家族の多様なニーズにへの情報やサービスの不足、サービス等につなげる手立ての必要性が示
された。本ツールについては、相談支援等、定期的に家族と面談し、支援を行う福祉の専門職に
とっても家族にとっても家族一人ひとりに目を向け、家族のニーズと必要な支援を見出す上で
有用性が確認された。本研究の成果は、2024 年開催の日本特殊教育学会等や学会誌等で発表す
る。なお、「個別家族支援計画」のツールは、サイトにて公開する。 
  
（3）ペアレントプログラム案の開発に向けた成果 
肢体不自由児の家族を対象とする家族支援ワークショップによる実践研究は、当初の予定で

は、20 組の家族を対象に 6 回実施する予定であったが、コロナ禍で 2021 年と 2022 年の 12月に
各 1 回、感染対策上小規模（家族 7 組）での実施にとどまった。その結果、十分なヒアリングデ
ータは得られなかったが、参加家族からは、家族が必要とするものとして、遊び、学び、語り合
いの場の 3 つの要素が示された。文献研究とそれらの結果を基に、研究協力者とプログラムの素
案を作成した。肢体不自由児の保護者を対象に web アンケートを作成し 2023 年度前半に実施・
分析し、結果をもとに、プログラム素案の見直しを行っていく。本成果は、2024 年開催の関連
学会や学会誌等で発表する。 
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